
 

意見書案第２号 

 

 

   保育士配置基準のさらなる改善及び保育士処遇の抜本的拡充、保育士人材 

   確保のための国による財政措置を求める意見書 

 

 地方自治法第９９条の規定により、関係行政庁に対し、すべての子どもたちに保

育士配置基準をはじめ保育条件のさらなる改善、人材確保のための財政措置に関し、

別紙のとおり意見書を提出する。 

 

 

  令和７年３月２１日提出 

 

 

 

                     蒲郡市議会議員 

 

                      来 本 健 作 

                      伊 藤 享 佑 

                      新 実 祥 悟 

                      竹 内 滋 泰 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由 

 保育士配置基準のさらなる改善及び保育士処遇の抜本的拡充、保育士人材 

確保のための国による財政措置を関係行政庁に要請するため提案する。 

  



 

 保育士配置基準のさらなる改善及び保育士処遇の抜本的拡充、保育士人材確保

のための国による財政措置を求める意見書  

 

 国においては、本年度から、「４・５歳児は 30：１から 25 ：１」へ「3 歳児は

20：1 から 15：1」へ改正されましたが、1 歳児については 2025 年度以降に見送ら

れている状況です。 

 先進諸国（ＯＥＣＤ19 か国）については「3～5 歳児の保育・幼児教育の職員配

置基準」の平均値が「職員 1 人につき最大 18 人」とされています。さらに、3～5

歳児の発達が通園によりポジティブに促進されるために必要な職員児童配置は、

概ね「職員 1 人につき最大 15 人以下」という研究結果もあります。 

 4、5 歳児の配置基準が 76 年ぶりに改正となりましたが、世界基準で見ると十 

分な数字とはいえません。 

 日々成長する乳幼児を保育するには「責任」が伴い、身体的にも心理的にも、保

育士は大きな負担を感じながら仕事をしています。近年は、園児の主体性や多様

性を重んじる保育が求められるようになっている一方で、保育士の人材不足が全

国的に社会問題となっている状態です。 

 資格を持ちながら保育士として働かない「潜在保育士」へのアンケートでは、

「責任の大きさ・事故への不安」という理由が多く、その要因として指摘されてい

るのが、保育士の「配置基準」です。 

 低年齢児保育ほど配置割合を高める必要があるにもかかわらず、未だ 1 歳児の

配置基準が改善されない状況について、早期の実施を求めます。 

 現在、労働環境や処遇がその職責に見合わず、保育士が離職を選ぶ傾向が強く

なっています。未来ある子どもたちが安心、安全に保育園生活が送れるように、保

育士人材の確保は急務となってきています。そのためには、保育現場をより魅力

のある職場とするため、保育士のさらなる処遇改善も必要です。 

 賃金に関しては、全産業平均と比べ未だ低い状況であり、人材不足により有給

休暇の取得もままなりません。 

 この過酷な労働環境の改善を図らなくては、保育士の負担増加だけでなく、子

どもたちの保育環境や保育の質にも直結してきます。実際に全国の保育施設にお

ける事故数は、2023 年には「2772 件」も起きています。これは前年と比べ 311 件

増え、2015 年に集計を開始して以降、8 年連続で最多を更新し続けている状態で

す。このような状況を改善するため、保育士の更なる処遇改善及び地域格差によ

る保育格差が生じないよう、保育士人材確保に対する抜本的な財政措置を国が責

任を持って行うよう強く要望するものです。 

 

 １ １歳児の配置基準改善を早期に実施して下さい。 

 ２ すべての年齢の配置基準をさらに改善し、世界基準の保育環境・質を実現

してください。 



 

 ３ 職責に見合う賃金・処遇・労働条件へ抜本的に改善し、保育士人材確保にお

ける保育士の魅力向上に努めるとともに、地域格差による保育格差が生じな

いよう、財政措置を行ってください。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年３月２１日 

 

蒲 郡 市 議 会   

内閣総理大臣  

こども政策担当大臣 

厚生労働大臣     あて 

こども家庭庁長官  

 


